
















１ 日中戦争期の東京住宅市場 ‒  住宅フローと住宅ストックの推移 ‒  住宅需給の逼迫と労務者住宅問題の発生





１) 例えば, 川名吉エ門 ｢住宅問題の展開｣ (東京大学都市研究会 『都市構造と都市計画』 東京大学出








かなる影響を及ぼしたのかという点を明らかにしたい｡ 無論, 単に ｢統制｣ と言っても, 価格












戸数, 取壊戸数およびそれらの差である純増戸数の推移を示している｡ 地域別にみると, 旧市









ては,     年代を通じて住宅供給に占める新市域の比重が増大した｡ また, 純増戸数は    年
から  年にかけて落ち込んだものの,     年以降は増加に転じた｡









新 築 戸 数 取 壊 戸 数 純 増 戸 数










限界に近づき,     年以降, 絶対的な住宅不足に陥った｡     年時点で, ｢軍需景気にわが世
の春をうたふ京浜間の工場地帯｣ では既に相当厳しい住宅難が発生していた２)｡
第２に, 地域別ならびに用途別の建築活動＝建築量の推移について, 表３を用いて明らかに
したい｡ 本稿で用いる ｢建築量｣ とは, 市街地建築物法に基づく竣工届の累計であり, 新築の
他に増改築を含む延床面積を指す｡ 用途は統計上, ｢住宅向｣ ｢商業向｣ ｢工業向｣ ｢その他｣ の
４種類に分類されており, 住宅向建物は専用住宅を指す｡ 商業向建物は店舗, 銀行, 事務所,
飲食店などの他に店舗併用住宅を含む｡ 工業向建物は工場の他に工場寄宿舎や工場併用住宅を
含む｡ その他の建物は学校, 停車場, 病院などの公共機関や寺社などを指す｡ したがって, 厳
密には商業向や工業向の中に住宅としての機能をもつ建物が含まれているが, 差し当たり上記
の４区分で大まかな建築動向は把握することが可能である｡    年の新市域における建築量は, 旧市内の  倍に達している｡ 用途別にみれば住宅向は  倍, 工業向は  倍であり, 商業向でさえ新市域が旧市内を上回る状態であった｡ その後,    年代を通じて, 新市域における建築活動の比重が高まった｡ 旧市内では    年から  年に
かけて, 毎年  万坪前後の建築活動が行われていたが,     年以降, 建築量は急速に減少した｡
一方, 新市域では旧市内とは異なる新築活動の推移がみられた｡ 建築活動に占める新築と増改
築の割合をみると, 旧市内では約５割が増改築であるのに対し, 新市域では約８割を新築が占
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表３ 東京市の用途別建築 (新築＋増築＋改築) 面積 (単位：千坪)
旧 市 内 新 市 域 東 京 市
住宅向商業向工業向その他 計 住宅向商業向工業向その他 計 住宅向商業向工業向その他 計    年                                                            年                                                            年                                                           年                                                           年                                                            年                                                            年                                                             年                                                            年                                                          年                                                          年                                                     
出典：東京市役所 『東京市統計年表』 各年次｡




その後,     年から  年にかけて  万坪台に落ち込んだ｡ 商業向の建築面積は    年以降, 緩






に建築活動が活発化していったが, 住宅向は    年以降, 旧市内と同様に減少に転じた｡ つま
り, ｢建築は, 設計から先づ始まつて大体半年位の準備期間を必要とするので, 業界に事変の











年から  年にかけて,   坪から  坪に減少した｡ ただし, 表４の ｢住宅｣ とは専用住宅のみ
を指しており, 店舗併用住宅は含まれない｡ したがって, 実際の１人当たり平均住宅面積は３
坪程度であると推定される｡ １人当たり住宅面積は地域間で大きな格差が存在し, 特に東京市
東部の工業地域では平均値を下回っており, 日中戦争期にますます縮小化が進んだ｡ また, 大






３) 警視庁 『警視庁統計書』 各年次における ｢住宅向｣ 新築棟数と増改築棟数から算出した｡
４) 東京商工会議所 『支那事変の影響調査 第一巻 商取引に対する影響』     年,   頁｡
                     
いて検討した｡ ただし, それぞれの数値データは基になる資料や調査方法が異なっており, 相
互が厳密には一致しない箇所も含まれるが, 重要なことは, データ間の整合性を追究すること
ではなく, 個々の数値データの特徴を踏まえたうえで, それらの推移が指し示す意味を明らか





帯増加数を下回っており, その結果, 空家数は減少の一途をたどった｡ ただし, 日中戦争期に
は取り壊される住宅の数が減少傾向にあり, 新築戸数の減少をある程度, 相殺する役割を果た
していた｡ 取壊戸数が減少した要因のひとつは, 関東大震災後の応急的な措置として市街地建
築物法の適用が免除された仮建築 (バラック) の除去期限が,     年に再延長されたことであ
る｡ 仮建築は当初,     年８月までに除去するという期限付きで認められたのであったが, そ
の後,     年８月まで除去期限が延長された｡ しかしながら, ２度目の除去期限が迫ってもな
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品 川                             ％
荏 原                             ％
大 森                       ‒    ‒  ％
蒲 田                       ‒    ‒  ％
世田谷                             ％
目 黒                             ％
渋 谷                            ％
淀 橋                            ％
中 野                            ％
杉 並                             ％
豊 島                       ‒    ‒ ％
滝野川                       ‒    ‒ ％
板 橋                       ‒    ‒  ％
王 子                       ‒    ‒ ％
荒 川                             ％
足 立                       ‒    ‒ ％
向 島                            ％
葛 飾                       ‒    ‒  ％
城 東                       ‒    ‒ ％
江戸川                       ‒    ‒ ％
計                             ‒    ‒ ％




として, さらに９年間の再延長を認めたのである５)｡ 取り壊されるべき住宅の温存, 耐用年限
を超えた住宅の使用は, 資材難の下で住宅の品質低下に結びついた｡
建築活動 (新築面積＋増改築面積) は    年まで大きな減少はみられず, 新築戸数の推移と
は対照的である｡ つまり, 住宅延面積でみれば    年までは一定量の供給が行われていたとい
うことである｡ ただし, 増改築面積の増加は間接的に住宅難を緩和する効果はあるものの, 戸
数の増加に直結しないため, 空家率が問題となる場合, 決定的に重要なのは新築の動向である｡
表１と表３を比べると,     年は ｢住宅向｣ 面積, 新築戸数ともに大きく落ち込んだ｡ ところ
が, 翌    年には ｢住宅向｣ の建築活動が停滞的であるにも関わらず新築戸数が大幅に増加し
た｡ 単に前者の届出時期と後者の調査時期のずれ, もしくは, 新築住宅１戸当たりの面積が縮




積の推移を示しており, 上記の ｢住宅向｣ ｢商業向｣ ｢工業向｣ の中から住宅としての機能をも
つ建物を抽出し, かつ増改築を除いた新築のみの累計値である｡ ただし, 認可申請の行われた
物件が必ずしも実際に竣工したとは限らない｡ 特に建築資材が入手困難になるにしたがい, 計
画通りに竣工する建物は減少した｡ 東京市における建築計画面積に対する竣工面積の割合は,    年の   ％から    年の   ％に下落した６)｡ その点に留意したうえで, 住宅の種類別に
日中戦争期の東京における労務者住宅問題   
５) ｢東京, 横浜バラツク更に九年間猶予｣ 『読売新聞』     年７月  日付｡
６) ｢建築ノ計画ニ竣工ノ伴ハザル状況｣ 『住宅対策委員会第一回提出参考資料』 (西山夘三すまい・ま
ちづくり文庫, 住宅営団研究会編 『戦時・戦後復興期住宅政策資料』 第１巻, 日本経済評論社,     
年, 形成過程 ( ),   頁)｡
表５ 住宅種類別新築申請面積 (東京市, 単位：千坪)
住 宅 向 工 業 向 商業向
計






併 用    年                                  年                                  年                                     年                                    年                               
出典：商工大臣官房統計課 『建築統計月報』 各該当月次, 住宅営団経営部調査課 『住宅統計資料』 １号,     年
(住宅営団研究会編 『戦時・戦後復興期住宅政策資料住宅営団』 ４巻, 調査研究 ( ),     年, 所収)
                     
新築申請面積の推移を確認したい｡ 住宅向以外では, 商業向から店舗併用住宅, 工業向から工
場寄宿舎, 工場併用住宅をそれぞれ抜き出し, それらに住宅向を合算した値が新築住宅の申請
面積の総量となる｡    年の東京市における住宅向新築の主流は１戸建で新築申請面積の  ％を占める｡ 次いで,
店舗併用住宅  ％, 長屋９％, 工場併用住宅６％, アパート６％であった｡ 日中戦争期を通じ
て, １戸建が新築の過半を占めている点に変わりはないが, 住宅の種類別の構成割合に大きな
変化がみられた｡     年から  年にかけて, １戸建は  ％から  ％に比重を下げ, 店舗併用住
宅は３分の１の５％に減少した｡ 一方, 長屋は９％から  ％に, アパートは６％から  ％に割
合が増大した｡ 工業向に含まれる住宅では, 工場併用住宅が大幅に減少したのに対し, 工場寄
宿舎が急速に増加した｡     年時点で新築申請面積に占める共同住宅タイプ (アパート, 寄宿
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件,     年に    件であった争議調停件数は,     年の    件,     年の    件と倍増し, 以
後,     年まで    件台で推移した｡ 借家争議の激化により, 家屋管理業を営む某信託会社で
は ｢貸家は迚も割の悪い仕事になつて来ました｣ という声もあった９)｡
表６は東京市の世帯数, 空家数および空家率の推移を示している｡     年の旧東京市  区
(旧市内) と旧周辺５郡 (新市域) の空家数は  万戸に達し, 空家率は平均  ％に上昇した｡
ただし, これを地域別にみると, 旧東京市  区では    年から  年にかけて空家数が３万戸か
ら  万戸に減少し, 空家率も  ％から  ％に低下した｡ 一方, 旧周辺５郡では空家数が  
万戸から  万戸に激増し, 空家率は  ％から  ％に上昇した｡     年以降, 空家率は旧市内,





的商工業地域である下町 (神田, 京橋, 日本橋, 浅草, 本所, 深川) では    年から  年にか
けての顕著な空家率の低下をみせている｡ これは景気の動向によって需要が大きく変動する店
日中戦争期の東京における労務者住宅問題   
８) 東京市政調査会 『日本都市年鑑』 第９回,     年,    頁｡
９) 前掲記事 ｢住宅は歎く 引き合わぬ貸家｣｡
表６ 東京市の世帯数, 空家数および空家率
世 帯 数 空 家 数 空 家 率




舗併用住宅の全住宅に占める割合が下町では高いためである｡ 一方, 旧市内の山の手方面は    年時点の空家率が６％台であり, 住宅地域は商工業地域とは対照的に, 相対的に景気の影
響を受けにくい性質をもっているといえよう｡ 貸家の経営者である家主にとって ｢収益の点か










じめに, 需要側の要因について明らかにしたい｡ 需要すなわち人口増加の中心は ｢殷賑産業地
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  ) 玉塚締伍 『貸家投資の研究』     年,  ‒  頁｡
表７‒２ 新市域の地区別空家率 (各年末,単位：％)    年     年     年     年     年
品 川               
荏 原               
大 森               
蒲 田               
世田谷               
目 黒               
渋 谷               
淀 橋               
中 野               
杉 並               
豊 島               
滝野川               
板 橋               
王 子               
荒 川               
足 立                
向 島               
葛 飾                
城 東                
江戸川               
平 均               
表７‒１ 旧市内の地区別空家率 (各年末,単位：％)    年     年     年     年     年
麹 町               
神 田               
日本橋               
京 橋               
芝               
麻 布               
赤 坂               
四 谷               
牛 込               
小石川               
本 郷               
下 谷               
浅 草               
本 所               
深 川               
平 均               
出典：前掲 『警視庁統計書』 各年次より算出した｡
                     
帯｣ における ｢工場労務者｣ であった  )｡ 軍需産業の興隆とともに ｢殷賑産業地帯｣ における
工場数, 労務者数が激増したが, 労務者の増加は必然的にそれを収容する住居の確保を必要と
していた｡ しかし, 前節における建築活動の推移から明らかなように, 工場の増加に対して住
宅の増加は相対的に低位であり, 甚だしい住宅不足に見舞われた｡ 表７に示されるように, 当
初, 京浜間および東京市東部, 北部の工業地域で顕在化した空家率の低下は, 次第に東京市全
域へと拡大していった｡ つまり, ｢住宅難問題は工場地帯に先づ起り, 次第に其の住宅難が全
市に拡張｣ するという経路をたどり, 東京市全域において空家率１％未満という極限的な住宅




年にかけてのことである｡ 開戦前の    年時点で, 空家率は旧市内  ％, 新市域  ％という
水準に低下していたものの, ｢全体的に見て住宅難の声は未だ其の多くを聞かなかつた｣ とい
われており  ), その他の重要案件の影に隠れて問題として大きく取り上げられることはなく,
また需給上の困難も差し迫ったものではなかった｡ 家賃についても, ｢二, 三年前 (    年頃)
より遥に家賃は低下したわけです…旧市全体の平均は (１畳当たり) 一円五十一銭となります｣
(括弧内筆者) というように  ),     年代前半から半ばにかけての東京市では, 不況の影響か
ら借家争議は依然として活発であったものの, 数量的, 経済的双方の意味において, 住宅に関
する重大な問題は発生していなかった｡ ただし, 空家率を地域別にみれば, 神田区 (  ％),
京橋区 (  ％), 浅草区 (  ％), 本所区 (  ％), 深川区 (  ％) では既に２％を下回る水
準に到達しており, 下町や工業地域では住宅難の ｢萌芽｣ が形成されつつあり, ｢住宅難の先
駆｣ をなしていたのである  )｡ また新市域においても, 蒲田区や江戸川区といった工業化が急
速に進行している地域では, 早くも空家率が３％を切る水準に低下していた｡ そして, 長期戦
の気配が濃厚となった    年には東京市  区の空家率が平均  ％にまで低下し, とりわけ工
業地域では１％未満という極限的な住宅不足に陥った｡ ここに至り, ｢完全に全市に亘り住宅
難の様相｣ を示し, ｢軍需大中工場地帯付近に於ては, 空家並貸間皆無と称し得る程度の住宅
難を招来し, 其の結果職工募集に著しく困難を来してゐる｣ という事態を招いた｡ とりわけ住
宅難が深刻な地域は, 東京府では板橋区, 蒲田区, 王子区など, 神奈川県では横須賀市, 川崎
市であり, これらの地域では ｢職工一人の畳数は大体一畳ぐらゐ, 六畳の部屋に十人の職工が
日中戦争期の東京における労務者住宅問題   








｢軍需景気を反映｣ して   ％上昇した｡ また, 郊外における住宅地および ｢宅地見込地｣ で











員の住宅難問題は, 長期建設, 生産力拡充と直接的唇歯輔車の関係にあり, 之が解決こそは目
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う意味において, 住宅の量的確保や質的向上は単なる手段に過ぎなかった｡ すなわち, ｢過密
群居の生活に因つて生ずる衛生上, 風紀上の諸問題｣ が工場労務者の ｢作業能率の低下｣ を引
き起こし, かつ ｢生産力拡充は勿論之が基本を為す人的資源の長養と国民体位の向上等に甚大
な悪影響を及ぼす｣ という観点から住宅難が問題視されており  ), 逆の見方をすれば, 生産能
率を低下させない程度の住居の改善が最終的な目標に設定され得る可能性を含んでいた｡ これ






日中戦争期の住宅難は需給バランスの崩壊による ｢絶対的住宅難｣ である｡ 絶対的な住宅不
足を特徴とする住宅難は, かつて    年代末の未曾有の好況下で発生した｡ 人口の都市部への
流入, 建築費の高騰による住宅供給の停滞, つまり需要増大局面における供給の逆行的な動き
が需給バランスを短期間に悪化させたのである｡ 関東大震災後にも ｢絶対的住宅難｣ は生じた
が, それはストックを一瞬にして喪失したことが原因であり, 特殊な事例であるといえよう｡








したい｡ 東京における木材市場および木材統制の展開過程については, 赤井英夫 『木材市場の
日中戦争期の東京における労務者住宅問題   
  ) 前掲 『工場労務者の住宅難問題と一団地の住宅経営』 ８頁｡  ) 前掲 『工場労務者の住宅難問題と一団地の住宅経営』 序説１頁｡
                     






化させ, 最終的に木造建築制限の発動を余儀なくされるまでの過程を明らかにする｡    年に入ると ｢軍需工業と密接な建築材料―鉄材の値上りは素晴らしく, 各方面で建築中
止や取消しに, 工事半ばの醜状をさらす建築物の異風景が各所に見られる状態｣ となり, ｢鉄
骨, 鉄筋の建物から ｢木造｣ へと逆行するといふ光景が見られる｣ ようになった  )｡ このよう
に日中戦争勃発に先駆けて, 鉄筋コンクリート製の建物は早くも鉄材価格の高騰の影響を受け
たのであるが,     年９月の ｢臨時資金調整法｣, 同年  月の ｢鉄鋼工作物築造許可規則｣ な
どの統制強化により, 民需用の大型建物の建設は極めて困難になった｡ 翌    年には鉄材の
｢配給見込立たざるために, 建築許可をも得られないやうなことも起こりつつ｣ あり, ｢今日ま
で木造建築に変更せられたものも相当多かつたが, 今日も急施を要するものは, 差支ない限り
木造建築に変更さるる｣ という状況であった  )｡ 以上のように,     年末までに ｢所謂平和建
築は殆んどその影を潜め, 所謂軍需建築のみとなつたといふても差支ない位｣ になったが, 木
造住宅のみは例外であった  )｡ 鉄筋コンクリート製の建物とは異なり,     年  月に ｢木造建
物建築統制規則｣ が公布, 施行されるまで, 一般の木造家屋の建設に対して直接的な統制や制
限が加えられることはなかった｡ ただし, 外材の輸入制限による木材市場の構造転換は, 木材
を主要材料とする住宅建設に対して間接的な影響を与えた｡
木材は輸入・移入材である米材, 南洋材, 北洋材と国内で生産される内地材に大別すること
ができる｡ 関東大震災後, 復興建築用に北米から大量に木材を輸入した｡ というのも ｢北米の
産地から米材を内地に持つて来る方が秋田県などから東京に持つて来るより安いやうな有様｣
であり, 結果として ｢非常に米材が内地に氾濫｣ するようになった  )｡ ところが,     年７月,
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どの大型建物や土木の構造材に適していた｡ したがって, 米材の輸入減少は ｢住宅建築にはさ
ほど影響を及ぼさないが, 学校, 工場などの如く強度を必要とする大なる架構のものには欠く
べからざるものであつて, 此が統制は非常なる影響を及ぼして建築を抑制するに大なるものが
あつた  )｣ のである｡ 米材輸入に対する禁止的措置によって ｢新築増築計画の映画館, 寄席,
劇場などが  不要不急 のレツテルを貼られることはもちろん, 人口激増の都会地では小学校




  ) 赤井英夫 『木材市場の展開過程』 日本林業協会,     年,    頁｡  ) ｢米松販売許可制 取締省令けふ実施｣ 『読売新聞』     年７月９日付｡  ) 小林清 ｢本年度住宅建築界の回顧｣ 『建築と社会』   輯  号,     年  月,   頁｡  ) ｢大手建築に痛手 米松の禁止｣ 『読売新聞』     年７月９日付｡
表９ 東京日用品小売物価指数 (1931年＝100)
杉角材 米松角材 松板 杉板 亜鉛板 丸釘 小売物価    年                                年                              年                               年                              年                              年                                年                                年                                年     ―                        年     ―                    
出典：前掲 『東京市統計年表』 各年次｡
                     
圧迫されるような状況ではなかった｡ 無論, 軍需 (建物以外に物資を梱包する木箱なども含め




木材全般に対する需要は ｢ガソリン, 皮革, 鉄筋建築用材の代用品として今後一層激増する





自由営業｣ であり  ), 内地材の生産, 流通, 消費に対しては特に統制が行われていなかった｡
つまり, 住宅建設に用いられる内地材については, 市場メカニズムが機能する余地が残されて
いた｡ とはいえ, 内地材も ｢米松, 南洋材の最高価格設定や米松販売制限の影響を受けて自粛｣
ムードであり, ｢家を建てるには木材以外にこれに付属する鉄, 銅, トタン, 釘その他が必要
であるが, この部分品が手に入らないため自然に統制されこの需要は事変前の五割減となつて
いゐる…問屋としては今後もこの方面 (住宅建設) の需要が期待されないので軍部用, 工場用
需要の開拓に進んでゐる…外材問屋は内地材取扱に転向してここに地盤争ひが生じようし, 中
小問屋はこの間に挟まつて金融的に苦しみ漸次淘汰されてゆく｣ (括弧内筆者) という状況で
あった  )｡ また, 東京材木問屋同業組合, 東京材木商同業組合, 大東京木材商業組合は ｢木材
立教経済学研究 第  巻 第２号     年  
  ) ｢民需ガソリンの五割を木炭へ｣ 『読売新聞』     年７月３日付｡  ) ｢物資総動員俎上の重要商品３ 木材｣ 『読売新聞』     年６月  日付｡  ) 前掲 ｢木材統制に就て｣ ８頁｡  ) ｢物資動員下商品取引の知識   木材｣ 『読売新聞』     年９月  日付｡
表10 木材の生産・消費量および輸出入量 (単位：千石)
生産量 輸入量 前年末在荷量 消費量 輸出量 本年末在荷量    年                                       年                                       年                                      年                                      年                                      年                                      年                                      年                                      年                                   




る動きもみられた｡ また, 東京建具業組合も１割値下げを決定し, ｢材木値下げとともに建築




することはなかった｡    年６月には ｢パルプ資材, 工業用木炭等森林生産物資の需要が顕著に増加した反面, 国
際収支改善のため外材の輸入が極度に制限｣ された結果, ｢木材, 木炭の需要は主として内地
森林の生産増加に依つて充足せられなければならぬ需給情勢｣ となった  )｡ 米材は米松販売取
締規則に基づき統制され, 南洋材は日本南洋材協会が中心となって ｢自治的統制｣ を行ってき
たが, 内地材については ｢何等の統制をも加へてゐない｣ 状況であった｡ ところが,     年下
期に入り, ｢木材は最近円ブロツクへの輸出旺盛のため内地の需給状態が極度に窮屈となり価
格が著しく高騰｣ したため, これまで統制外品目であった内地材についても配給, 価格統制を
実施することとなった  )｡ さらに, 価格統制の前提として, ｢用材生産規格の統一を図ると共
に増勢を辿る需要を調整する｣ ことを目的として,     年９月  日, 輸出入品等臨時措置法に
基づき ｢用材生産統制規則｣ が公布され, 同年  月１日に施行された  )｡
以上のように, 軍民双方の需要増加に加え, 中国大陸, 朝鮮半島に向けた木材移出・輸出の
急増は, 内地材の増産にも関わらず木材需給を逼迫させ, 徐々にストックの欠乏を来たす事態
を招いたため,     年  月, ｢木造建物建築統制規則｣ が施行された｡ 建築統制の意図は ｢不
要不急の大住宅, 建物に要する資材を中小住宅や貸家に廻して, 物置さへも貸間として引つ張
り凧といふ現在の住宅飢餓を救はうとするもの｣ であった  )｡ 建築統制については, 既に    
年８月時点で商工省事務当局が物資節約の観点から新築住宅に対する規制を行うべく方針を決
定していた｡ しかし, このときは池田成彬蔵商相が ｢単なる貯蓄奨励や消費節約を企図しての
案であるなら, 生活に不可欠な住宅に対して, 斯かる強度の制限を行ふ必要はない  )｣ として
決裁を与えなかったために, 木造家屋建築制限案は廃案となった｡ 池田蔵商相は ｢既に外材は
日中戦争期の東京における労務者住宅問題   
  ) ｢全国業者が懇談会 木材値下げ自粛の猛運動｣ 『読売新聞』     年４月  日付｡  ) ｢建具類一割値下げ 木材業者も国策協力｣ 『読売新聞』     年５月４日付｡  ) ｢戦時下の林業政策｣ 『読売新聞』     年６月  日付｡  ) ｢内地材も統制｣ 『読売新聞』     年８月  日付｡  ) ｢用材生産統制令｣ 『読売新聞』     年９月  日付｡  ) ｢一戸三十坪を超える木造建築は禁止｣ 『読売新聞』     年  月４日付｡  ) 中野吉禰 ｢本年度の回顧と来る可き時代への予想｣ 『建築と社会』   輯  巻,     年  月,   頁｡
                     






抑制措置が最早避けられない状勢となった｡    年  月, 木造建物建築統制規則が公布された  )｡ 同規則の趣旨は ｢木材, 鉄鋼其ノ他ノ
木造建物建築用重要物資ノ節約ヲ為シ其ノ使途ノ合理化ヲ徹底セシムルト共ニ其ノ配給ノ適正,
円滑ヲ図ル｣ ことであった｡ その方針としては, 新築住宅面積の上限を設定することによって
｢不要不急ノ建物ヲ抑制シ因テ得タル資材ヲ時局下緊急ヲ要スル工場, 小住宅等ノ建築ニ振リ
向ケ｣ るというものであった｡ 新築住宅面積は ｢時局ニ必要ナル産業ノ用ニ供スル建物｣, ｢物
資ノ生産又ハ配給等ノ統制団体ノ用ニ供スル事務所, 貸事務所, 倉庫業ヲ営ム倉庫ノ類｣, 寺
社仏閣, 公署, 学校等を除き, 原則として農林水産業従事者の住宅が   ㎡ (   坪) 以下,
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  ) ｢ 統制のための統制 商相反対を表明｣ 『読売新聞』     年８月  日付｡  ) 前掲 ｢本年度住宅建築界の回顧｣   頁｡  ) ｢商工省令第六七号 木造建物建築統制規則｣     年  月８日, ｢商工省告示第三一七号｣     年  
月８日, ｢一四化第三六三三号 木造建物建築統制規則施行ニ関スル件｣     年  月８日, ｢一四化局
第八二六号 木造建物建築統制規則施行ニ関スル件｣     年  月９日 (東京都公文書館所蔵, 内田祥
三資料 『住宅問題委員会 其一』     ‒  年)｡  ) 西山夘三 『建築新書７住宅問題』 相模書房,     年,   頁｡  ) 詳しくは, 小野浩 ｢第一次世界大戦前後の東京における住宅問題｣ 『歴史と経済』    号,     年７
月を参照のこと｡
                     
に民間投資 (貸家経営) は住宅の供給源としては最も大きな力でありまして, 特に量的に最大
の役割を演じて居るものであります…今後も此の種の供給源が住宅事業界に依然として大きな
役割を果たすことは確かであります｣ (括弧内筆者) といわれるように  ), 統制経済下におい
ても住宅供給の担い手が変わることはなかった｡ 例えば,     年９月の東京における家主の職
業構成をみると  ), 最も大きな割合を占めるのが ｢商業｣ (   ％) で, 次いで ｢無職｣ (   




きたのも当然の成り行きであった｡ 戦時経済の運営上, 最大の問題は ｢生産力ノ拡充ト物価問




はじめに, 当該期の平均家賃とそれが家計に占める割合について把握しておきたい｡ 表11は    年以降の東京市における家計調査の結果をまとめたものであるが, 日中戦争期における収
入, 支出の増加と比べて, 家賃に大きな変動はみられず, 支出に占める家賃の割合は   ％か
ら   ％に低下した｡ つまり, 日中戦争期における住宅問題の焦点は極限的な空家率の低下で
あり, 局地的に家賃の高騰がみられたものの, それが全体の家賃水準を引き上げる段階には達
していなかった｡ また,     年８月４日の中央物価委員会による答申がなされるまでは, 家賃
日中戦争期の東京における労務者住宅問題   





















(円)    年９月～  年８月                               ％    年９月～  年８月                               ％    年９月～  年８月                               ％    年９月～  年８月                                ％    年９月～  年８月                                ％    年９月～  年８月                                 ％    年９月～  年８月                                 ％
出典) 内閣統計局 『家計調査報告』 各年次より作成｡
                     
に対する価格統制は実施されていなかった｡ 答申は ｢地代, 家賃ハ未ダ甚シキ騰貴ヲ招来シ居
ラザルモ, 物資ノ調整其ノ他時局ノ影響ニ因リ, 更ニ騰貴ヲ見ルトキハ国民生活ノ安定を脅カ
スノ虞アル｣ として, ①地代, 家賃の値上げを差し控えること, ②新たに賃貸する土地, 建物
の地代, 家賃は周辺のそれに準じること, ③家主は修繕を怠らず, 借地借家人は地代, 家賃を
滞納しないこと, ④土地建物売買価格および建築費の高騰, 土地投機を抑制する措置を講ずる
こと, ⑤小住宅の建設に対する物資, 資金の供給を円滑にすること, などを提案した  )｡
上記の答申を受けて, 同日, ｢地代家賃騰貴抑制ニ関スル件依命通牒  )｣ (８・４通牒) が発
せられた｡ その冒頭において, 地代, 家賃統制の必要性について, ｢地価家賃 (以下間代ヲ含
ム) ニ関シテハ最近ニ於ケル貸家ノ払底又ハ物価ノ昂騰ニ伴ヒ既ニ騰貴セル向モ可有之一般的
ニハ尚今後相当ノ騰貴モ予想セラレ之ガ影響ハ物価対策上並庶民生活保護上考慮ヲ要スベキ事







抑制の方針としては, 地代, 家賃の値上げを上から強制的に禁止するのではなく, ｢地主家
主ノ自制｣ に期待するというスタンスであり, 答申の地主・家主は ｢値上ゲヲ差控フルコト｣
という表現に即したものであろう｡ 具体的な統制方法としては, 既存の貸地貸家に対しては,
｢既設ノ地代, 家賃間代ハ賃貸人ノ変更ノ有無ニ拘ラズ地主家主等ノ自制ニ依リ現在ノ額ヨリ
値上ゲヲ為サシメザルコト｣, 新築の場合は ｢出来得ル限リ低廉ニ定メシムルコト｣ と定めら
れており, 特に新築に関しては明確な基準が示されているわけではないが, 目安としては ｢付
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  ) 日本経済連盟 『物価騰貴抑制ノ具体的方策』     年９月,   ‒  頁｡  ) 厚生省社会局 『地代家賃統制令関係資料』     年,   ‒  頁｡
                     
向住宅) ノ建設ニ積極的努力ヲ払フ様勧奨スルコト｣ という項目も同時に付された｡ この条文
によって物価対策と住宅不足への対応という２つの課題のバランスをとろうという意図は窺え
るが, 答申において必要性が指摘された小住宅建設に対する資金や資材の供給を円滑にする具
体的方策は何ら提示されていなかった｡ ８・４通牒を受けて, 東京府は ｢家賃地代委員会｣ を










待してゐる次第である｣ という談話を発表している｡ 経済統制が隅々にまで拡大, 浸透してい
く過程で借家市場も統制下に組み入れる必要性が次第に増してきたのであるが, 当局の態度は
｢出来得る限りその事 (＝強制) なくして民間の理解ある自制によりこの抑制政策の実効が挙
がることを希求する｣ (括弧内筆者) というものであり, 家主地主の自発的な協力に期待する
という方法が採用された｡ というのも, 地代, 家賃というものは ｢他の商品の如く右取締規則
(物品販売取締規則) を適用する訳にゆかず, 法的根拠も薄弱の憾みがある｣ という限界があ
り, 当局としても差し当たり地主・家主の自制をまつほかに途はなかったのである｡
しかしながら, 以上のように ｢商工省が  家賃値上げ待つた の指令を出したにも拘らず,
一路上昇するばかり…殊に京浜一帯は六畳一間の長屋でも月三十円といふ始末に商工, 厚生省
ではいよいよ総動員法第十九条を以つてそれら暴利家主に実際上の制裁を加へることを決意｣





｢積極的努力ヲ払フ様勧奨スル｣ という方針を示すに止まった｡ ゆえに,     年８月における
家主の自制によって家賃を抑制するという政策は, 新築戸数の減少を招く結果となった｡
日中戦争期の東京における労務者住宅問題   
  ) ｢敷金は必ず公債で｣ 『読売新聞』     年  月９日付｡  ) ｢家賃, 地代の値上防止｣ 『読売新聞』     年８月５日付｡ 以下の引用は同記事による｡  ) ｢暴利家主に制裁｣ 『読売新聞』     年１月  日付｡
                     
大阪毎日新聞はその社説において, ｢住宅に対する需要の急増も, 供給の絶無も, ともに国
策の余波を受けたものであるから, 現前の住宅難現象は, 即ち国策の矛盾と称してもよい｣ と
指摘している  )｡ つまり, 生産力拡充と安定的な住宅供給は唇歯輔車, 密接不可分の関係にあ
るにも関わらず, 国策として前者に重点を置き, 後者に対して適切な対応策を欠いたことが問
題の根底にあるということを ｢国策の矛盾｣ と評したのである｡ また貸家供給に関しては,















築以外に道はないと決つた由である｡ 当然すぎる当然である｡ 然し, 家主階級に建築を奨励す
るとなると問題が起きる… (建築費の高騰によって) 建てた家の家賃が政府の建前通り事変前
の標準で貸せる筈はない｡ だからいま時, 貸家を建てるやふな非採算的なことは, 家主はやら
ぬのである｡ 当局はこの点をまづ頭におくことだ｣ (括弧内筆者) と苦言を呈している  )｡ 住
宅供給の大部分を利殖動機に基づく家主の貸家経営に依存するという供給構造の根本が変わら
ない以上, 単に国策への協力を要請するだけではなく, 家主の経済的利益をある程度は補償し
ない限り, 住宅難の根本的解決手段である供給戸数の増加は望めないのである｡    年春以降, 厚生省が中心となり, 各関係係官より構成される ｢住宅対策協議会｣ におい
て住宅難への具体的応策が協議された｡     年６月  日の定例閣議の席上で, 広瀬厚相は住宅
難緩和策として, 工場主に対し労務者住宅の建築を奨励するために補助金を交付することにく
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宅労務者の住宅供給問題｣ の解決が必要であり, その根本対策が決定された  )｡ その骨子は,
住宅建設に対する低利資金の融通, 国家または公共団体による労務者住宅の新設, 公共団体に







題となった｡     年下期には地代家賃統制令, 木造建物建築統制規則, 労務者住宅供給３ヶ年
計画が相次いで実行され, 家賃および奢侈的な住宅の新築に対する統制が強化されるとともに,
労務者向の住宅供給を促進する具体的方策がようやく決定された｡    年における家賃の動向をみると, ｢貸間の値段も最近は家賃と競争的に奔騰し, 京浜間
の重工業地帯では六畳十八円, 四畳半十三円といふ相場  )｣ を現出しつつあったが, 東京市全
域でみれば平均家賃が顕著に上昇することはなかった｡ ただし, 表12に示されるように, 東京
市の１畳当たり家賃は    年の   円から    年の   円へ上昇している｡ その原因は１世帯
日中戦争期の東京における労務者住宅問題   
  ) ｢住宅難緩和方策 厚生省立案急ぐ｣ 『読売新聞』     年６月  日付｡  ) ｢労務者住宅難緩和根本方策決定す｣ 『読売新聞』     年７月５日付｡  ) 前掲 『日本都市年鑑』 第９回,     年,    頁｡  ) ｢戦時生活  住の巷 ｣ 『読売新聞』     年８月５日付｡












(円)  年 東 京 市                       六大都市                       
主要都市                         年 東 京 市                       六大都市                       
主要都市                       
出典：厚生省社会局 『本邦大都市に於ける土地家屋賃貸状況調 (昭和十三年度)』     年,




ており, 過密化にともなう住宅難の激化を端的に表している｡ また, 全国主要都市ではより激
しい家賃の高騰がみられた｡ つまり, ８・４通牒による家賃抑制にも関わらず, この間, 全国
的に家賃は上昇しているのである｡    年７月  日, 中央物価委員会は, 地代, 家賃に関する政府の諮問に対し, ｢昭和十三年





図ランガタメニハ地代, 家賃ニ付差当リ緊急必要ナル規制ヲ加フルノ必要アリ｣ として, 国家
総動員法第  条 (｢政府ハ戦時ニ際シ国家総動員上必要アル時ハ勅令ノ定ムル所ニヨリ価格運
送賃保管料保険料賃貸料又ハ加工賃ニ関シ必要ナル命令ヲナスコトヲ得｣) を発動する必要性







また, ｢土地, 建物ノ賃貸両当事者ヲシテ克ク時局ヲ認識セシメ, 進ンデ之ニ協力スルノ自覚
ヲ促スコトヲ要ス｣ として, 地主・家主に対する国策への協力を一層強く迫る必要性も付記さ
れた｡    年９月  日, 価格等統制の応急的措置に関する閣議決定が行われ, この９・  ストップ
令の一翼を担う地代家賃統制令 (以下, 旧統制令) が    年  月  日に公布, 同月  日に施行
された｡ 旧統制令の有効期限は１年間であり, 翌    年  月  日に新たな地代家賃統制令に置
き換えられた｡ 旧統制令の骨子は, 現時点の地代, 家賃を    年８月４日現在 (８・４通牒時
の家賃水準) に遡って固定するというものであった｡ 以後, 土地建物に対する租税・公課が増
加した場合や増改築等によって貸家の価値が著しく増大した場合を除き, 原則として家賃の値
上げが禁止となり, 違反した場合は罰則が科せられた｡ このように, 既存の借家の家賃は    
年８月４日の水準に固定されることとなったのであるが, 同令は ｢固より一つ一つの借地借家
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  ) ｢地代家賃対策ノ件｣ (前掲 『地代家賃統制令関係資料』   ‒  頁)｡
                     
関係を根本的に調整せんとするものでは｣ ないため, ｢関係当事者の理解ある協力に依らなけ
ればその運用の円滑は期し難い｣ という限界を有していた  )｡ 実際, ｢その以後 (旧統制令施
行後) に定められるべき賃料や条件の基準は原則として無干渉に放任｣ (括弧内筆者) された
ために, ｢八・四以前の旧家賃が釘付けされたのに対してそれ以後の新家賃は無制限に昂騰し








年度にわたる労務者住宅供給３カ年計画を樹立し,     年８月２日, 東京, 大阪をはじめとす
る  府県の地方長官宛に ｢労務者用住宅供給ニ関スル件依命通牒  )｣ を発した｡ その方針は
｢軍需並ニ生産力拡充計画ニ伴ヒ増加スル労務者ノ為ニ必要ナル住宅ヲ昭和十四年度ヨリ十六
年度ニ至ル三年間ニ供給｣ するというものであり, 第１期計画として全国で世帯向３万戸, 共
同宿舎   ヶ所 (うち東京府は世帯向    戸, 共同宿舎  棟) を建設することとなった｡ 住宅
の建設を行うのは原則として関係工場・会社であり, もし１企業のみで住宅の建設を行うこと
が困難な場合, ｢之等工場会社ノ出資ニ依リ特殊ノ住宅会社ヲ設立セシメ此ノ事業ニ当ラシム









るし, たとひまた十二府県の全部が計画通りに完成したところで, 世帯向住宅三万戸, 二百人
収容共同宿舎二百ヶ所, 収容人員約十万人に過ぎないといふことであるから, 本年度の労務者
日中戦争期の東京における労務者住宅問題   
  ) 新居善太郎 ｢地代家賃統制令に就て｣ 『都市公論』   巻  号,     年  月, ５頁｡  ) 厚生行政調査会 『住宅問題の解決』 商工行政社,     年,   ‒  頁｡  ) ｢厚生省発社第七一号 労務者用住宅供給ニ関スル依命通牒｣     年８月１日 (厚生省労働局 ｢工
場労務者の住居対策｣ 『労働時報』   巻８号,     年８月)｡
                     
動員百十万人に対しては, 殆ど問題にならないのである  )｣ と厳しい評価を与えた｡ つまり,
政策の実行が遅きに失した点, 労務動員計画に対して住宅供給が過少である点などを批判して









あった｡ したがって, 時期を    年までに限定すれば, 戦時統制が住宅供給に与えた影響は絶
対的なものではなく, 一定の範囲内に止まっていたといえよう｡
資材面についてみれば, 米材の輸入制限は住宅建設に対して大きな影響を与えなかった｡ ま
た, 木材価格は上昇傾向にあったものの, 第一次世界大戦期ほどの高騰ではない｡ したがって,
当初は物資面の諸条件の変化が住宅供給の制約要因とはならなかったが,     年頃には需給の
逼迫から次第に木材の入手が困難になった｡ 価格面についてみれば,     年の８・４通牒によ
って地代家賃統制の骨格が形成され, その内容を引き継ぐ旧統制令の公布によって ｢統制｣ と
して制度化された｡ 旧統制令は既存の貸家に対して家賃抑制効果を発揮したが, 新築の貸家に






住宅不足が極度に悪化した｡ つまり, 戦時統制は需給格差を拡大させたといえるが, その源流
は    年代初頭まで遡ることができる｡ 住宅需給は景気の動向とある程度のタイムラグをもち
つつ, 比較的長いスパンで変動する｡ 長期的な視点からみれば,     年代初頭から半ばまでの
期間を住宅の在庫調整期と位置付けることが可能であり, 供給が抑制傾向にあったのも当然の
立教経済学研究 第  巻 第２号     年  
  ) ｢住宅国策の樹立｣ 『東京朝日新聞』     年８月５日付｡  ) 乾真介 ｢事変下の労務者住宅問題と其の対策｣ 『都市公論』   巻  号,     年  月,   頁｡
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住宅はその性質上, 他の物資のように, 生産, 消費過程を統制することが困難であり, 戦時
下においても当面の間, 住宅供給は市場メカニズムに基づく民間中小家主の貸家経営に依存せ
ざるを得なかった｡ そのような中, 物価政策の一翼を担う旧統制令が公布されたが, 新築の場






う相矛盾する政策の妥協の産物であり, 早晩, 解決されるべき課題であった｡ その根本的な方
法は住宅供給量の増加であり, 木材需給の緩和を目的とした木造建物建築統制規則, 家主の収
益を考慮した ｢適正家賃｣ を明文化した新地代家賃統制令の公布, および労務者の雇用主に対
する住宅供給を義務付けた労務者住宅供給３ヵ年計画として具体化された｡
以上, 本稿では    年までの借家市場に対象を限定して論じたが, 住宅の売買は統制外であ
り, 家賃統制の下で貸家から建売へと転換する動きもみられた｡ 今後は売家市場, 土地市場の
動向も視野に入れつつ,     年以降の戦時統制と住宅市場, さらに公益住宅供給の中心的な担
い手である住宅営団の活動について明らかにしていきたい｡
日中戦争期の東京における労務者住宅問題   
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